
ほっと・氷川台ケアプランサービス運営規程 

  （事業の目的） 

第１条 

㈱ほっと・すぺーすが開設する、ほっと・氷川台ケアプランサービス（以下「事業所」という）が行う居宅介

護支援の事業（以下「事業」という）の適正な運営を確保するために人員及び管理運営に関する事項を定め、

事業所の介護支援専門員が要介護状態にある高齢者に対し、適正な指定居宅介護支援を提供する事を目的とす

る。 

 

  （運営の方針） 

第２条 

⑴ 事業所の介護支援専門員等は、利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、その利用者が

可能な限りその居宅において、有する能力に応じた自立した日常生活を営むことができるよう、利用者

の立場に立って援助を行う。 

⑵ 事業の実施にあたっては、利用者の意思及び人格を尊重し、利用者の選択に基づき適切な保健医療サー

ビス及び福祉サービスが、多様な事業者から総合的かつ効率的に提供されるよう、中立公正な立場でサ

ービスを調整する。 

⑶ 事業の実施にあたっては、関係市区町村、地域の保健・医療福祉サービスとの綿密な連携を図り、総合

的なサービス計画の提供に努めるものとする。 

⑷ 地域包括支援センターから支援困難ケースが紹介された場合には速やかに対応できるよう、主任介護支

援専門員は担当件数を常に調整する。 

⑸ 居宅介護支援事業者は、適切な居宅介護支援の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な

言動または優越的な関係を背景とした言動であって、業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより介

護支援専門員の就業環境が害することを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じる。 

 

  （事業所の名称及び所在地） 

第３条 

事業を行う事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。 

⑴ 名称 ほっと・氷川台ケアプランサービス 

⑵ 所在地 東京都練馬区氷川台３丁目１９番７号 井垣ビル２階 

 

  （職員の職種、員数及び職務内容） 

第４条 

事業所に勤務する職種、員数及び職務内容は、次のとおりとする。 

⑴ 管理者       １名（主任介護支援専門員兼務） 

管理者は、事業所の従業員の管理及び業務の管理を一元的に行う。 

⑵ 主任介護支援専門員 １名以上（うち 1 名管理者兼務） 

⑶ 介護支援専門員   １名以上 

介護支援専門員は、指定居宅介護支援の提供にあたる。 

⑷ 事務職員      １名以上 

 

 

 



  （管理者の責務） 

第５条  

指定居宅介護支援事業者の管理者は、当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員その他の従業者の管理、

指定居宅介護支援の利用の申込みに係る調整および業務の実施状況の把握、その他の管理を一元的に行わなけ

ればならない。 

 

  （営業日および営業時間） 

第６条  

事業所の営業日及び営業時間は、次のとおりとする。 

⑴ 営業日  月曜日から金曜日（ただし、祝日及び１２月２９日から１月３日までを除く。） 

⑵ 営業時間 午前９時から午後６時までとする。 

⑶ 電話等により、２４時間常時連絡が可能な体制とする。 

 

  （指定居宅介護支援の提供方法、内容及び利用料等） 

第７条 

指定居宅支援の提供方法及び内容及び指定居宅介護支援を提供した場合の利用料の額は、次の通りとする。た

だし、当該指定居宅介護支援が法定代理受領サービスである時は、利用料を徴収しない。 

⑴ １ 介護支援専門員は利用者の居宅を訪問し、利用者及びその家族に面接して支援する上で解決しなければ

ならない課題の把握及び分析を行い、その課題に基づき居宅サービス計画を作成する。フォーマルな支

援だけではなく、可能な限りインフォーマルの支援も入れた計画の作成をおこなう。 

     ２ 利用者による居宅サービスの選択に資するよう、当該地域における指定居宅サービス事業者などに関す

るサービスの内容、利用料等の情報を適正に利用者またはその家族に対し提供し、居宅サービス計画及

びサービス事業者に関し利用者の同意を得た上で、サービス事業者・医療機関などとの連絡調整その他

の便宜の提供を行う。計画に位置づける居宅サービス事業所について、複数の事業所の紹介を求めるこ

とを可能とする。また、ご紹介した当該事業所をケアプランに位置づけた理由を利用者、家族が求める

ことを可能とする（住宅改修事業者を含む）。 

     ３ 居宅サービス計画を作成した際には、当該居宅サービス計画を利用者及び担当者・医師等に交付する。

適切な保健医療サービス及び福祉サービスが総合的かつ効率的に提供された場合においても、利用者が

介護保険施設への入所などを希望した場合は、介護保険施設への紹介その他便宜を提供する。 

４ 課題の分析について使用する課題分析表は当事業所独自の方式を用いる。 

⑵ 介護支援専門員は居宅サービス計画の作成後においても、利用者及びその家族や指定サービス事業者など

との連絡を継続的に行い、居宅サービス計画の実施状況（以下「モニタリング」）を把握するとともに、

少なくとも月１回訪問することにより利用者の課題把握を行い、居宅サービス計画の変更及びサービス事

業者などとの連絡調整その他便宜の提供を行い、毎月１回モニタリングの結果を記録する。また一定の条

件でテレビ電話装置その他の情報通信機器を活用したモニタリングを可能とする（その際は２か月に１回

の訪問義務付け）。ただし、感染症等の緊急事態時に利用者、家族の意向且つ行政が適切であると判断し

た場合は対面せず行うことを可能とする。 

⑶ 介護支援専門員は必要に応じサービス担当者会議を当該事業所などで開催し、担当者から意見を求めるも

のとする。ただし、感染症等の緊急事態時に利用者、家族の意向且つ行政が適切であると判断した場合は

対面せず行うことを可能とする。また本人、家族の同意のもとＩＣＴを活用しての会議を可能とする。 



⑷ 介護支援専門員は指定居宅介護支援の提供にあたっては、利用者の自宅などにおいて、利用者またはその

家族に対しサービスの提供方法などについて理解しやすいよう説明を行うとともに、相談に応じることと

する。 

⑸ 介護支援専門員は前６か月に当該居宅支援事業所において作成された居宅サービス計画の総数のうち訪問

介護、通所介護、福祉用具貸与および地域密着型通所介護がそれぞれ位置づけられた居宅サービス計画の

数が占める割合、前６か月に当該居宅支援事業所において作成された居宅サービス計画に位置付けられた

訪問介護ごとの回数のうち同一の指定居宅サービス事業者または指定地域密着型サービス事業者によって

提供されたものが占める割合等につき、説明し理解を得なければならない（努力義務）。 

⑹ 感染症・災害への対応力強化のためＢＣＰ計画（業務継続計画）の作成・研修・訓練の実施を義務づける。

虐待の防止に際して、虐待責任者を管理者とし定期的に計画を立て内部研修等をおこない、虐待や虐待が

疑われた場合の対応体制を確立する。 

⑺ 料金 

１ 利用料については別紙の通りとする。 

２ 次条の通常事業の実施地域を越えて行う指定居宅介護支援などに要した交通費は、その実額を徴収す

る。なお、自動車を使用した場合の交通費は次の額を徴収する。 

       事業所から、通常事業の実施地域を越え１ｋｍ毎に３００円。 

３ 前項の費用の支払いを受ける場合には、利用者またはその家族に対して事前に文書で説明をした上で、

支払いに同意する旨の文書に署名（記名捺印）を受けることとする。 

 

  （通常事業の実施区域） 

第８条 

通常の事業の実施区域は、練馬区の一部、氷川台１～４丁目、平和台１～４丁目、練馬１～４丁目、早宮１～

４丁目、錦１,２丁目、羽沢１～３丁目、北町１～８丁目、田柄１～５丁目、春日町１～６丁目、桜台１～６丁

目、旭丘１,２丁目、栄町、豊玉北１～６丁目、光が丘１～７丁目とし、その他の地域は要相談とする。 

 

  （事故発生時の対応） 

第９条 

介護支援専門員等は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供により事故が発生した場合には速やかに関係市

区町村、利用者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じ、管理者に報告しなければならない。 

 

（苦情・ハラスメント処理） 

第１０条 

⑴  事業所は、提供した指定居宅介護支援または居宅サービス計画に位置づけた指定居宅サービス等に対する

利用者またはそのご家族等からの苦情・ハラスメントに迅速かつ適切に対応するために必要な措置を講ず

るものとする。 

⑵  事業所は、提供した指定居宅介護支援に関し、介護保険法第２３条の規定により関係市区町村が行う文書

その他の物件の提出若しくは提示の求めまたは関係市区町村の職員からの質問若しくは照会に応じ、及び

関係市区町村が行う調査に協力するとともに、関係市区町村から指導又は助言を受けた場合は、当該指導

又は助言に従って必要な改善を行うものとする。 

⑶  事業所は、居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービスに対する苦情の国民健康保険団体連合会への

申立てに関して、利用者に対し必要な援助を行うものとする。 



⑷  事業所は、指定居宅介護支援等に対する利用者からの苦情に関して、国民健康保険団体連合会が行う調査

に協力するとともに、自ら提供した指定居宅介護支援に関して国民健康保険団体連合会から指導又は助言

を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行うものとする。 

 

（虐待防止に関する事項） 

第１１条 

事業所は、利用者の人権の擁護・虐待等の防止のため次の措置を講ずるものとする。 

１ 虐待を防止するための従業者に対する研修の実施。 

２ 利用者及びその家族からの苦情処理体制の整備 

３ 虐待防止委員会の設置 

４ 虐待防止の指針整備 

５ 虐待防止責任者の設置 

６ その他虐待防止のために必要な措置 

   事業所は、サービス提供中に当該事業所従業者または養護者（利用者の家族等高齢者を現に養護する者）によ

る虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかにこれを関係市区町村に通報するものとする。 

 

  （その他運営についての留意事項） 

第１２条 

⑴  指定居宅介護支援事業所は、介護支援専門員の資質向上を図るため、虐待防止・権利擁護・ハラスメント・

自然災害・防災・感染症・認知症ケア等の事項に関して、研修期間が実施する研修や当該事業所内の研修

への参加の機会を計画的に確保する。また個人目標にあわせた従業者ごとの研修を実施するものとし、業

務体制を整備する。研修受講後は記録を作成し、研修機関等が実施する研修を受講した場合は、復命を行

うものとする。 

  １ 虐待防止に関する研修 年１回以上 

   ２ 権利擁護に関する研修 年１回以上 

 ３ ハラスメントに関する研修 年１回以上 

   ４ 自然災害・防災に関する研修 年１回以上 

   ５ 感染症に関する研修 年２回以上 

 ６ 認知症ケアに関する研修 年１回以上 

⑵  従業者は業務上知り得た利用者またはその家族の秘密を保持する。 

⑶  従業者であった者に、業務上知り得た利用者またはその家族の秘密を保持させるため、従業者でなくなっ

た後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を、従業者との雇用契約の内容とする。 

⑷  事業所は、指定居宅介護支援に関する諸記録を整備し、その完結の日（当該指定居宅介護支援を提供した

日をいう）から最低２年間は保存するものとする。 

⑸  居住支援特別手当について「東京都介護職員・介護支援専門員居住支援特別手当事業補助金交付要綱」の

運用に準拠し支給するものとする。この手当の支給は「東京都介護職員・介護支援専門員居住支援特別手

当事業補助金」の交付対象となる期間とする。 

この手当の支給額は次による。 

１ 「東京都介護職員・介護支援専門員居住支援特別手当事業補助金交付要綱」第７条１（１）に当た

る支給額 １０，０００円 

２ 第７条４（２）に当たる加算額 １０，０００円 



⑹  この規程に定める事項のほか、運営に関する重要事項は、㈱ほっと・すぺーすと事業所の管理者との協議

に基づいて定めるものとする。 

 

 

付則    この規程は、平成 16年 10月 1日から施行する。 

この規程は、平成 18年 7 月 1日から施行する。 

              この規程は、平成 19 年 2月 1日から施行する。 

この規程は、平成 19年 6 月 1日から施行する。 

この規程は、平成 20年 6 月 16日から施行する。 

この規程は、平成 20年 9 月 1日から施行する。 

この規程は、平成 21年 9 月 1日から施行する。 

この規程は、平成 22年 11 月 1日から施行する。 

この規程は、平成 23年 10 月 1日から施行する。 

この規定は、平成 24年 4 月 1日から施行する。 

この規定は、平成 26年 4 月 1日から施行する。 

この規定は、令和 1年 11 月 1日から施行する。 

この規定は、令和 3年 4 月 1日から施行する。 

この規定は、令和 5年 1 月 1日から施行する。 

この規定は、令和 6年 4 月 1日から施行する。 

この規定は、令和７年 12 月 1日から施行する。 


